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第1  提出書類一覧

本件入札に関する提出書類一覧は、以下のとおりである。

	書　類
	様式
	提出部数
	書式ｻｲｽﾞ
	ﾌｧｲﾙ形式

	1　 入札説明書等に関する提出書類
	
	
	
	

	　入札説明書等に関する説明会及び現地見学会に関する申込書
	1
	1
	A4
	Word

	　第一回入札説明書等質問書
	2
	1
	A4
	Word

	　第二回入札説明書等質問書
	3
	1
	A4
	Word

	　提案受付番号請求書
	4
	1
	A4
	Word

	2　 入札参加資格審査に関する提出書類
	
	
	
	

	　入札参加表明書
	5
	5
	A4
	Word

	　委任状
	6
	5
	A4
	Word

	　提案書（入札参加資格）提出書
	7
	5
	A4
	Word

	　提案書（入札参加資格）表紙
	8
	5
	A4
	Word

	　誓約書（グループ構成企業表）
	9
	5
	A4
	Word

	　応募グループ構成企業連絡先一覧
	10
	5
	A4
	Word

	設計企業に関する資格
	11
	設計企業毎に5部
	A4
	Word

	建設企業に関する資格
	12
	建設企業毎に5部
	A4
	Word

	工事実績調書
	13
	5
	A4
	Word

	工事施工証明書
	14
	5
	A4
	Word

	工事監理企業に関する資格
	15
	工事監理企業毎に5部
	A4
	Word

	用地活用企業に関する資格
	16
	用地活用企業毎に5部
	A4
	Word

	　入居者移転支援企業に関する資格
	17
	入居者移転支援企業毎に5部
	A4
	Word

	　納税証明書（法人税、消費税、法人府民税、法人事業税）の写し
	－
	5
	－
	－

	3　 入札価格に関する提出書類
	
	
	
	

	　入札書
	18
	1
	A4
	Word

	　入札書（府営住宅整備に係る対価）
	19
	1
	A4
	Word

	　入居者移転支援実費の調達金利
	20
	1
	A4
	Excel

	　入札書（活用用地の対価）
	21
	1
	A4
	Word


	書　類
	様式
	提出部数
	書式ｻｲｽﾞ
	ﾌｧｲﾙ形式

	4　 提案書に関する提出書類
	
	
	
	

	　提案書（事業提案）提出書
	22
	15
	A4
	Word

	　提案書（事業提案）表紙
	23
	15
	A4
	Word

	(1)  全体計画に関する提案書
	
	
	
	

	府営住宅と活用用地の相互連携、及び当該開発と周辺地域との相互連携
	24
	15
	A4
	Word

	地域の景観形成への寄与及び環境への配慮に関する提案
	25
	15
	A4
	Word

	近隣への配慮に関する提案
	26
	15
	A4
	Word

	(2)  建替住宅に関する提案書
	
	
	
	

	建替住宅の施設の配置・動線計画に関する提案
	27
	15
	A4
	Word

	建替住宅の施設の安全性に関する提案
	28
	15
	A4
	Word

	建替住宅の緑地等確保に関する提案
	29
	15
	A4
	Word

	建替住宅の管理面への配慮に関する提案
	30
	15
	A4
	Word

	(3)  活用用地に関する提案書
	
	
	
	

	活用用地の施設用途に関する提案
	31
	15
	A4
	Word

	活用用地のまちづくりへの寄与に関する提案
	32
	15
	A4
	Word

	活用用地の緑地等確保に関する提案
	33
	15
	A4
	Word

	(4)  事業実施体制に関する提案書
	
	
	
	

	　事業実施体制に関する提案
	34
	15
	A4
	Word

	資金調達計画
	35
	15
	A4
	Word

	入居者移転支援業務に関する提案
	36
	15
	A4
	Word

	(5)  総合評価に関する提案書
	
	
	
	

	　総合評価に関する提案
	37
	15
	A4
	Word

	(6)  その他
	
	
	
	

	　建築計画概要書
	38
	15
	A4
	Word

	　建替住宅面積表
	39
	15
	A4
	Word

	　公営住宅等整備基準適合チェックリスト
	40
	15
	A3
	Word

	事業工程表とその解説
	41
	15
	様式自由
	Word

	(7)  事業提案書の概要（公表用）
	
	
	
	

	事業提案書の概要（公表用）表紙
	42
	15
	A4
	Word

	事業提案書の概要（公表用）その1
	43
	15
	A3
	Word

	事業提案書の概要（公表用）その2
	44
	15
	A3
	Word


	書　類
	様式
	提出部数
	書式ｻｲｽﾞ
	ﾌｧｲﾙ形式

	(8)  設計図書
	45
	
	
	

	コンセプト図
	45-1
	15
	A3
	PDF

	土地利用計画図
	45-2
	15
	A3
	PDF

	全体配置図
	45-3
	15
	A3
	PDF

	断面図（敷地全体）
	45-4
	15
	A3
	PDF

	立面図（敷地全体）
	45-5
	15
	A3
	PDF

	防災計画図
	45-6
	15
	A3
	PDF

	排水系統図
	45-7
	15
	A3
	PDF

	日影図
	45-8
	15
	A3
	PDF

	工事計画図
	45-9
	15
	A3
	PDF

	外観透視図（鳥瞰）
	45-10
	15
	A3
	PDF

	外観透視図（目線）
	45-11
	15
	A3
	PDF

	建替住宅基準階平面図
	45-12
	15
	A3
	PDF

	建替住宅断面図
	45-13
	15
	A3
	PDF

	建替住宅立面図
	45-14
	15
	A3
	PDF

	建替住宅住戸タイプ配置図
	45-15
	15
	A3
	PDF

	建替住宅仕上表
	45-16
	15
	A3
	PDF

	民間施設等各階平面図
	45-17
	15
	A3
	PDF

	民間施設等断面図
	45-18
	15
	A3
	PDF

	民間施設等立面図
	45-19
	15
	A3
	PDF


· 電気温水器の提案等を行う場合で、要求水準書（府営住宅整備・用地活用編）添付図⑬標準平面詳細図に示す各住戸プランにやむを得ず変更が発生する場合は、様式45-15「建替住宅住戸タイプ配置図」に追加資料として各住戸プランを1/50にて添付し、変更箇所が分かるよう図示すること。

第2  提案書類記載要領
1　 記載内容及び方法

1  提案書類の作成は、明確・具体的に記述すること。

2  他の様式や添付資料又は補足資料に関する事項が記載されている場合など、参照が必要な場合は、該当するページ等を記述すること。

3  提案書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、時刻は日本標準時とすること。

4  数字はアラビア字体を使用すること。

2　 書式等

1  各様式は、本様式集及び入札説明書を参考に、Microsoft Word又はExcelで作成、図面及びパース（様式45-1～45-19）に関しては作成ソフトは自由とするが、Adobe PDF形式（.pdf）で提出すること。

2  様式24～37（様式35を除く）の枚数は各1枚とし、その他の様式については各様式の脚注部分等に従うこと。また、様式45設計図書の表紙を除く様式は任意とし、枚数制限はない。
3  図表等は適宜使用しても構わないが、規定のページ数に含めること。

4  使用する用紙はA4及びA3サイズ片面とする。

5  図面を除き、提出書類で使用する文字の大きさは10.5ポイント以上とすること。
6  書類が複数枚の場合、様式の右肩に番号を入れること。

（様式１) 入札説明書等に関する説明会及び現地見学会の参加申込書

平成　年　　月　　日
入札説明書等に関する説明会及び現地見学会の参加申込書

「大阪府営豊中新千里東住宅民活プロジェクト」に関する説明会及び現地見学会への参加を申し込みます。

	申込者

	会社名
	

	
	所在地
	

	
	担当者名
	

	
	所属
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	電子メールアドレス
	

	
	説明会参加者人数
	


注）説明会参加者は、1社につき最大2名までとする。

注）平成20年9月5日（金）から平成20年9月8日（月）午後5時必着

（様式2）第一回入札説明書等質問書

平成　年　　月　　日
第一回入札説明書等質問書

大阪府知事　様

（質問者）　所在地

商号又は名称

所属

担当者氏名

連絡先　電話番号

　　　　FAX番号

　　　　電子メールアドレス

「大阪府営豊中新千里東住宅民活プロジェクト」の入札説明書等に関して以下の質問がありますので、本紙を提出します。

	番号
	ページ
	タイトル
	質問

	
	
	
	


注）質問事項は本様式１枚につき１問とし、簡潔にとりまとめて記載する。また、質問数が複数の場合、通しの質問番号を明記すること。

注）平成20年9月10日（水）から平成20年9月16日（火）午後5時必着
（様式3）第二回入札説明書等質問書

平成　年　　月　　日
第二回入札説明書等質問書

大阪府知事　様

（質問者）　所在地

商号又は名称

所属

担当者氏名

連絡先　電話番号

　　　　FAX番号

　　　　電子メールアドレス

「大阪府営豊中新千里東住宅民活プロジェクト」の入札説明書等に関して以下の質問がありますので、本紙を提出します。

	番号
	ページ
	タイトル
	質問

	
	
	
	


注）質問事項は本様式１枚につき１問とし、簡潔にとりまとめて記載する。また、質問数が複数の場合、通しの質問番号を明記すること。

注）平成20年10月6日（水）から平成20年10月17日（金）午後5時必着

（様式4）提案受付番号請求書

平成　年　　月　　日
提案受付番号請求書

「大阪府営豊中新千里東住宅民活プロジェクト」に係る総合評価一般競争入札について、提案受付番号の交付を請求します。

	企　　　業　　　名
	

	部　　　　　　　署
	

	連絡責任者の
役員・氏名
	

	住　　　　　　　所
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	電子メールアドレス
	


注）入札に参加するグループの代表企業は本請求書を提出し、提案受付番号の交付を受けること。

注）本請求書は、入札参加表明書ではない。入札参加する場合は、別途、入札書類等の提出が必要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　である。なお、提案受付番号を交付された企業が、入札参加しない場合の府への連絡等は不要とする。
（様式5）入札参加表明書

平成　年　　月　　日

入札参加表明書
大阪府知事　様

（代表企業）所在地

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

今般、実施される「大阪府営豊中新千里東住宅民活プロジェクト」について、入札説明書に基づき入札に参加することを表明します。
（様式6）委任状

平成　年　　月　　日

委任状

大阪府知事　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
構成企業　　　　　　

所在地

　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

構成企業　　　　　

所在地

　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

構成企業　　　　

所在地

　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　
＊構成企業の欄が不足する場合は、ここに複写して記入すること。

私達は、下記のものに「大阪府営豊中新千里東住宅民活プロジェクト」の入札に関し、次の権限を委任します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
代表企業（代理人）　　　　

所在地

　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

代表企業（代理人）入札書類等使用印鑑　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

入札代理人　　　　

　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

委任事項
１　入札書類等の提出について
２　入札について

３　プレゼンテーションやヒアリング等について

注）次の書類を添付すること

・参加グループ全企業の商業登記簿謄本（又は現在事項全部証明書）
・参加グループ全企業の印の印鑑登録証明書（発効日から３ヶ月以内のもの）
（様式7）提案書（入札参加資格）提出書

平成　　年　　月　　日

提案書（入札参加資格）提出書

大阪府知事　様

（代表企業）所在地

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

「大阪府営豊中新千里東住宅民活プロジェクト」の入札説明書等に基づき、提案書（入札参加資格）を提出します。

（様式8）提案書（入札参加資格）表紙
大阪府営豊中新千里東住宅民活プロジェクト
提案書（入札参加資格）
（様式9）誓約書（グループ構成企業表）

平成　　年　　月　　日

誓約書（グループ構成企業表）

大阪府知事　様

「大阪府営豊中新千里東住宅民活プロジェクト」の入札参加資格審査を申請するにあたり、本グループ構成企業表を提出します。下記のグループ構成企業は全て入札説明書第3　3の入札に参加する者の備えるべき参加資格要件を満たしていることをここに誓約いたします。

	番号
	構成企業の役割
	構成企業

	１
	例：建設企業
	所在地
商号又は名称
代表者氏名
	印

	２
	
	所在地
商号又は名称
代表者氏名
	印

	３
	
	所在地
商号又は名称
代表者氏名
	印

	４
	
	所在地
商号又は名称
代表者氏名
	印

	５
	
	所在地
商号又は名称
代表者氏名
	印


	特別目的会社設置の有無
	予定している　　　　・　　　　予定していない


注）本様式に準じて１枚に何社並列しても良いが、必ず表の左欄に通し番号を付けること。なお、構成企業が１枚に収まらない場合は本様式に準じて追加作成すること。

（様式10）応募グループ構成企業連絡先一覧

応募グループ構成企業連絡先一覧

[　　　　　]グループ

	代表企業
	商号または名称
	

	
	担当者名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	構成企業
	商号または名称
	

	
	担当者名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	構成企業
	商号または名称
	

	
	担当者名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	構成企業
	商号または名称
	

	
	担当者名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	構成企業
	商号または名称
	

	
	担当者名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


注）行が不足する場合は、適宜追加すること。複数ページにわたってもよいものとする。

（様式11）設計企業に関する資格

設計企業に関する資格

	所在地
	〒

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	一級建築士事務所

登録番号
	


1.共同住宅に関する事項

■共同住宅の設計実績（条件を満たし、実施設計を行った代表的なもの一つ）

	施設名
	

	発注者名
	TEL　　　　　　　　　　　　

	施設の所在地
	

	工事完成時期
	平成　　年　　月　　日　

	構造
	

	階数
	地上　　　階　・　地下　　　階

	延床面積
	

	住戸数
	戸
	平均住戸面積
	㎡


	備考
	


■担当予定の管理技術者

	管理技術者名
	

	管理技術者経歴
	

	資格及び登録番号
	

	管理技術者の業務実績

	施設名
	

	発注者名
	TEL　　　　　　　　　　　　

	施設の所在地
	

	工事完成時期
	平成　　年　　月　　日

	構造
	

	階数
	地上　　　階　・　地下　　　階

	延床面積
	

	住戸数
	戸
	平均住戸面積
	㎡

	備考
	


2. 都市計画法31条に関する事項

■都市計画法31条に定める設計図書の作成実績（条件を満たし、実施設計を行った代表的なもの一つ）

	事業名
	

	発注者名
	TEL　　　　　　　　　　　　

	事業の所在地
	

	工事完成時期
	平成　　年　　月　　日　

	開発面積
	㎡

	事業概要
	


注）複数企業で設計実績を満たす場合は、各企業1又は2のみの記載も可能とする。

注）設計実績については、対象物件を所有する特定行政庁や発注者に問い合わせるなど、事実確認を行うことがある。

注）複数の企業で行う場合は、本様式を企業毎に提出すること。

注）次の書類を添付すること。

　・一級建築士事務所登録通知書の写し

・専任する管理技術者の資格証等の写し（一級建築士の資格を証する免許証及び雇用関係を証する書類）

・企業及び管理技術者の設計実績（業務契約書写し、設計図書等建物の概要が分かるもの）
（様式12）建設企業に関する資格

建設企業に関する資格

建設企業の構成

	構成の別


	単体企業　・　特定建設共同企業体　


総合評定値及び組み合わせ（建設企業の構成企業全者について記入して下さい）

	企業名

特定建設業許可番号
	一般競争（特定調達）

入札参加資格の認定

の有無
	総合評定値
	出資比率

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注）総合評定値は、最新の建築一式工事の総合評点とする。

注）特定建設共同企業体における建設企業の代表者については、上表に示すこと。

注）建設企業のうち、入札説明書第３　３(2)②エの実績を有する１者について、様式13により工事実績調書を提出すること。

注）入札説明書第３　３(2)②オの実績を有する監理技術者の資格要件については、府営住宅整備業務着手時点に書面で提出すること。
注）次の書類を添付すること。

　・特定建設業の許可証の写し

　・一般競争（特定調達）入札参加資格の認定書の写し

・経営事項審査結果通知書又は総合評定値通知書の写し

（様式13）工事実績調書

工事実績調書
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 本調書に記載する物件の契約書の写し（受注形態が共同企業体の場合は、共同企業協定書の写し共）、建築確認申請書に添付された「建築計画概要書」及び図面（工事特記仕様書、面積表、配置図、平面図、立面図、断面図その他必要な図面）の写し及び建築基準法に規定される検査済証又は竣工写真を添付すること。　　

但し、本調書に記載した建築物を施工したにもかかわらず「建築計画概要書」の施工業者名が異なる場合は、工事実績調書に記入する物件の契約書の原本、発注者の工事施工証明書（様式14)

、発注者の印鑑証明書（工事施工証明書に押印した印鑑）、建物の登記簿謄本を添付すること。

2 構造、階数、延床面積は建築基準法上の数値を記載すること。

3 受注形態が共同企業体の場合、工事実績の規模（延床面積又は戸数）は下式により算出した数値を記入すること。　　

実績規模（面積、戸数）＝共同企業体の工事実績×共同企業体での出資比率×2.0とする。

※上記の算出式による実績規模は、共同企業体の工事実績を上限とする。

4 本調書に記載する物件は、入札公告日から過去10年以内に竣工したものであること。

5 本調書に記載する物件は、1契約による実績とする。

6 工事実績については、対象物件を所管する特定行政庁や発注者に問い合わせるなど、事実確認を行うことがある。その上で、記載事項が事実と反する場合は、大阪府建設工事等指名停止要綱に基づき指名停止の措置を講じることもあるので、記入には十分注意すること。

	項　　目
	記入欄

	工事概要等
	工事名称
	建物種別（共同住宅）

	
	発注者名
	TEL　　　　　　　　　　　　　

	
	工事場所
	

	
	契約金額
	

	
	工事完成時期
	平成　　年　　月　　日　

	
	受注形態等
	単体　／　共同企業体（出資比率　％）

	
	構造
	

	
	階数
	

	
	延床面積
	

	
	戸数
	


（様式14）工事施工証明書

平成　年　　月　　日
工事施工証明書

大阪府知事　様

証明者　所在地

（建築主）

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

工事物件名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

物件所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工事施工者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

上記の工事に関しまして、元請負人として施工したことを証明いたします。
（様式15）工事監理企業に関する資格

工事監理企業に関する資格

	所在地
	〒

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	一級建築士事務所

登録番号
	


■共同住宅の工事監理実績（条件を満たし、工事監理を行った代表的なもの一つ）

	施設名
	

	発注者名
	TEL　　　　　　　　　　　　

	施設の所在地
	

	工事完成時期
	平成　　年　　月　　日　

	構造
	

	階数
	地上　　　階　・　地下　　　階

	延床面積
	

	住戸数
	戸
	平均住戸面積
	㎡

	備考
	


■担当予定の工事監理者

	工事監理者名
	

	工事監理者経歴
	

	資格及び登録番号
	

	工事監理者の業務実績

	施設名
	

	発注者名
	TEL　　　　　　　　　　　　

	施設の所在地
	

	工事完成時期
	平成　　年　　月　　日

	構造
	

	階数
	地上　　　階　・　地下　　　階

	延床面積
	

	住戸数
	戸
	平均住戸面積
	㎡

	備考
	


注）工事監理実績については、対象物件を所有する特定行政庁や発注者に問い合わせるなど、事実確認を行うことがある。

注）複数の企業で行う場合は、本様式を企業毎に提出すること。
注）次の書類を添付すること。

・一級建築士事務所登録通知書の写し

・専任する工事監理者の資格証等の写し（建築基準法第5条の4第2項に規定する資格を証する免許証及び雇用関係を証する書類）

・企業及び工事監理者の工事監理実績（業務契約書写し、設計図書等建物の概要が分かるもの）
（様式16）用地活用企業に関する資格

用地活用企業に関する資格

	所在地
	〒

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	


■提案内容と同等類似の事業に係る実績（代表的なもの一つ）

	所在地
	

	事業規模等
	構造
	

	
	階数
	地上　　　階　・　地下　　　階

	
	延床面積
	

	
	建物の高さ
	

	
	用途（住宅の場合戸数）
	

	工　事　完　成　時　期
	平成　　　年　　　月

	備考
	


注）事業実績については、対象物件を所有する特定行政庁や発注者に問い合わせるなど、事実確認を行うことがある。

注）複数の企業で行う場合は、本様式を企業毎に提出すること。

注）次の書類を添付すること。

・提案内容と同等類似の事業に係る実績（契約書写し、設計図書等建物の概要が分かるもの）
（様式17）入居者移転支援企業に関する資格

入居者移転支援企業に関する資格

	所在地
	〒

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	宅地建物取引業

免許番号
	


注）複数の企業で行う場合は、本様式を企業毎に提出すること。

注）次の書類を添付すること。

　・宅地建物取引業の免許証の写し

（様式18）入札書

平成　年　　月　　日

入札書

大阪府営豊中新千里東住宅民活プロジェクト総合評価一般競争入札において、入札説明書に基づき、下記のとおり入札します。

・金額はアラビア数字とすること

・訂正しないこと

・初めの数字の直前の欄に￥をいれること

・府営住宅整備に係る対価については、消費税及び地方消費税に相当する額を除いたものとすること

総合評価一般競争入札価格のうち府営住宅整備に係る対価
	金　　額
	千億
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	壱

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　

総合評価一般競争入札価格のうち活用用地の対価
	金　　額
	千億
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	壱

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



　　　　　　　　入札参加グループ代表者　





所在地





商号又は名称





代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



　　　　

入札代理人　　　　

　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
	係員認印
	


大阪府知事　様

（様式19）入札書（府営住宅整備に係る対価）
入札書（府営住宅整備に係る対価）
〈入札額〉

	府営住宅整備費
	




円

	入居者移転支援費
	




円

	合　計
	円

	（参考）消費税及び地方消費税相当額
	




円

	総　合　計
	




円


〈第一工区府営住宅整備費〉

	項　目
	金　額

	地質調査費
	




円

	電波障害調査費
	




円

	測量費
	




円

	周辺家屋調査費（事前）
	




円

	既存施設撤去設計費
	




円

	既存施設撤去工事監理費
	




円

	既存施設撤去費
	




円

	建替住宅設計費
	




円

	工事監理費
	




円

	駐車場整備費
	




円

	建替住宅建設費
	




円

	
	くい工事費
	




円

	
	建築工事費
	




円

	
	電気設備工事費
	




円

	
	衛生設備工事費
	




円

	
	昇降機工事費
	




円

	
	構内舗装工事費
	




円

	
	造園工事費
	




円

	
	その他（　　　　　　）
	




円

	道路整備費
	




円

	周辺家屋調査費（事後）
	円

	事後対策費（電波障害対策、周辺家屋補償等）
	




円

	各種保険
	




円

	性能評価取得費（設計・建設）
	




円

	化学物質測定費
	




円

	各種申請手数料等
	




円

	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	




円

	合　計
	




円


注）添付資料として各項目の費用を積算し、その根拠を作成すること。

金額欄には消費税及び地方消費税相当額を除いた額を記入すること。

〈第二工区府営住宅整備費〉

	項　目
	金　額

	地質調査費
	




円

	電波障害調査費
	




円

	測量費
	




円

	周辺家屋調査費（事前）
	




円

	既存施設撤去設計費
	




円

	既存施設撤去工事監理費
	




円

	既存施設撤去費
	




円

	建替住宅設計費
	




円

	工事監理費
	




円

	駐車場整備費
	




円

	建替住宅建設費
	




円

	
	くい工事費
	




円

	
	建築工事費
	




円

	
	電気設備工事費
	




円

	
	衛生設備工事費
	




円

	
	昇降機工事費
	




円

	
	構内舗装工事費
	




円

	
	造園工事費
	




円

	
	その他（　　　　　　）
	




円

	道路整備費
	




円

	周辺家屋調査費（事後）
	円

	事後対策費（電波障害対策、周辺家屋補償等）
	




円

	各種保険
	




円

	性能評価取得費（設計・建設）
	




円

	化学物質測定費
	




円

	各種申請手数料等
	




円

	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	




円

	合　計
	




円


注）添付資料として各項目の費用を積算し、その根拠を作成すること。

金額欄には消費税及び地方消費税相当額を除いた額を記入すること。

注）設計・調査等第二工区施設整備時に発生しない場合は、「第一工区施設整備費に計上」と記入すること。
注）第2期区域の解体・撤去工事費の項目がある場合は、各欄に（　　）書きで内数で記入すること。
〈入居者移転支援費〉

	項　目
	金　額

	１．入居者移転支援業務費
	




円

	２．入居者移転支援実費
	




円

	合　計
	




円


注）金額欄には消費税及び地方消費税相当額を除いた額を記入すること。

1． 入居者移転支援業務費の内訳
■第一工区本移転までの入居者移転支援業務費の内訳
	項　目
	金　額
	根   拠

	仮移転支援業務事務
	人件費
	
  
  円
	　

	
	諸経費
	
  
  円
	　

	
	その他
	
  
  円
	　

	賃貸借契約等業務事務
	人件費
	
  
  円
	　

	
	諸経費
	
  
  円
	　

	
	その他
	
  
  円
	　

	建替住宅への本移転支援業務事務
	人件費
	
  
  円
	　

	
	諸経費
	
  
  円
	　

	
	その他
	
  
  円
	　

	その他費用（適時追加）
	人件費
	
  
  円
	　

	
	諸経費
	
  
  円
	　

	
	その他
	
  
  円
	　

	合計
	              　円
	


注）金額欄には消費税及び地方消費税相当額を除いた額を記入すること。
■第二工区本移転までの入居者移転支援業務費の内訳
	項　目
	金　額
	根   拠

	建替住宅への本移転支援業務事務
	人件費
	
  
  円
	　

	
	諸経費
	
  
  円
	　

	
	その他
	
  
  円
	　

	その他費用（適時追加）
	人件費
	
  
  円
	　

	
	諸経費
	
  
  円
	　

	
	その他
	
  
  円
	　

	合計
	              　円
	


注）金額欄には消費税及び地方消費税相当額を除いた額を記入すること。
（総括表）

	①
	建替住宅設計費＋工事監理費
	

	②
	建替住宅建設費
	

	③
	その他[（府営住宅整備費＋入居者移転支援費）－（①＋②）]
	

	合計
	合計
	


注）金額欄には消費税及び地方消費税相当額を除いた額を記入すること。
2． 入居者移転支援実費の内訳
■第一工区本移転までの入居者移転支援実費の内訳
	項　目
	算定式
	金　額（円）

	仮移転
	仮移転料
	Ａ×Ｎ
	16,929,000

	
	仲介手数料
	Ｉ×Ｈ
	1,890,000

	
	振込み手数料
	Ａ×420
	41,580

	仮住戸補修費
	府営住宅
	Ｑ×26
	（入札参加者の1戸あたりの単価によるため入札参加者にて記入）

	
	その他補修費用　注）
	
	5,000,000

	賃貸借契約
	府負担家賃(民間借家)
	Ｆ×Ｈ×Ｏ
	（入札参加者の工期提案によるため入札参加者にて記入）

	
	府負担家賃(民間借家)振込み手数料
	Ｈ×420×Ｏ
	（入札参加者の工期提案によるため入札参加者にて記入）

	
	仲介手数料(民間借家)振込み手数料
	Ｈ×420
	18,900

	
	保証金（敷き引き分）
	Ｈ×Ｊ
	20,250,000

	
	保証金・敷金

振込み手数料
	Ｈ×420
	18,900

	本移転
	第一工区本移転料
	Ｂ×Ｎ
	47,880,000

	
	振込み手数料
	Ｂ×420
	117,600

	上記調達に係る金利(第一工区)

仮住戸補修費は金利計算対象外とする。
	（入札参加者にて記入）

	合計　
	（入札参加者にて記入）


注）その他補修費用は要求水準書（入居者移転支援編）第3　4（5）①　イ　補修費用の区分　ｳ)その他補修費用を示しており、基本補修・仮移転者の直接負担となる費用以外の補修が発生した場合の追加費用の枠として確保しているものである。よって、実際の支払い時には、その他補修にかかった実際の費用に変更する予定である。よって、その他補修が発生しなかった場合は、本費用は0円に変更されることになる。

■第二工区本移転までの入居者移転支援実費の内訳
	項　目
	算定式
	金　額（円）

	本移転
	第二工区本移転料
	Ｃ×Ｎ
	29,070,000

	
	振込み手数料
	Ｃ×420
	71,400

	上記調達に係る金利(第二工区)
	（入札参加者にて記入）

	合計　
	（入札参加者にて記入）


※府指定パラメータ

事業終了時には各仮移転者毎の実際の数値や、戸数の変更に従い変更します。

提案時には以下の数値を使用して提案してください。
	Ａ＝
	99
	戸
	（仮移転戸数）

	Ｂ＝
	280
	戸
	（第一工区本移転戸数）

	C＝　　　　　　　　　　　
	170
	戸
	（第二工区本移転戸数）

	D＝
	80,000
	円
	（民間借家家賃の上限）

	E＝
	20,000
	円
	（仮移転者負担家賃）

	Ｆ＝D－E＝
	60,000
	円
	（民間借家府負担家賃）

	Ｈ＝
	45
	戸
	（民間借家戸数）

	Ｉ＝D×0.525＝
	42,000
	円
	（仲介手数料）

	Ｊ＝
	450,000
	円
	（敷き引き）

	Ｎ＝
	171,000
	円
	（仮移転料又は本移転料）


※入札参加者提案パラメータ

入札参加者にて提案してください。

Ｏ＝（　　　）ヶ月（平成21年5月1日から第一工区建替住宅の所有権移転・引渡し日までの月数+本移転期間2ヶ月を入力すること。なお、仮移転期間6ヶ月、本移転期間2ヶ月は固定であり変更できないことに留意すること。）
Ｐ＝（　　　）％（入居者移転支援に係る資金の調達金利。1年を365日とした年利とすること。）
Ｑ＝（　　　）円/戸（仮住居となる他の新千里東住宅１戸あたりの補修にかかる費用）

※入居者移転支援実費の調達に係る金利
（様式20のExcel表に記載）

（様式20）入居者移転支援実費の調達金利

　入居者移転支援実費の調達に係る金利は、別添エクセル表による。
（様式21）入札書（活用用地の対価）
入札書（活用用地の対価）
〈入札額〉

	活用用地の対価
	




円




（活用用地の対価の内訳）

	単価
	円／㎡

	活用用地の面積
	　㎡


（様式22）提案書（事業提案）提出書
平成　　年　　月　　日

提案書（事業提案）提出書
大阪府知事　様

（代表企業）所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　





代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

「大阪府営豊中新千里東住宅民活プロジェクト」の入札説明書等に基づき、提案書（事業提案）を提出します。

（様式23）提案書（事業提案）表紙
大阪府営豊中新千里東住宅民活プロジェクト
提案書（事業提案）
（様式24）府営住宅と活用用地の相互連携、及び当該開発と周辺地域との相互連携に関する提案
府営住宅と活用用地の相互連携、及び当該開発と周辺地域
との相互連携に関する提案
（※　落札者決定基準の定性的事項審査項目及び配点一覧を参考とすること。）

	主に、定性的事項審査項目の、全体計画のうち、府営住宅と活用用地の相互連携、及び当該開発と周辺地域との相互連携について、特に提案したい点を簡潔にまとめ、記入してください。

＊　図面の参照が必要な場合、様式番号を記載し、参照を促すこと。

	


（様式25）地域の景観形成への寄与及び環境への配慮に関する提案
地域の景観形成への寄与及び環境への配慮に関する提案
（※　落札者決定基準の定性的事項審査項目及び配点一覧を参考とすること。）

	主に、定性的事項審査項目の、地域の景観形成への寄与及び環境への配慮について、特に提案したい点を簡潔にまとめ、記入してください。

＊　図面の参照が必要な場合、様式番号を記載し、参照を促すこと。

	


（様式26）近隣への配慮に関する提案

近隣への配慮に関する提案
（※　落札者決定基準の定性的事項審査項目及び配点一覧を参考とすること。）

	主に、定性的事項審査項目の、全体計画としての近隣への配慮について、特に提案したい点を簡潔にまとめ、記入してください。

＊　図面の参照が必要な場合、様式番号を記載し、参照を促すこと。

	


（様式27）建替住宅の施設の配置、動線計画に関する提案

建替住宅の施設の配置、動線計画に関する提案

（※　落札者決定基準の定性的事項審査項目及び配点一覧を参考とすること。）

	主に、定性的事項審査項目の、建替住宅の施設の配置・動線計画に該当する内容を簡潔に述べること。

＊　図面の参照が必要な場合、様式番号を記載し、参照を促すこと。

	


（様式28）建替住宅の施設の安全性に関する提案

建替住宅の施設の安全性に関する提案

（※　落札者決定基準の定性的事項審査項目及び配点一覧を参考とすること。）

	主に、定性的事項審査項目の、建替住宅の施設の安全性に該当する内容を簡潔に述べること。

＊　図面の参照が必要な場合、様式番号を記載し、参照を促すこと。

	


（様式29）建替住宅の緑地等確保に関する提案

建替住宅の緑地等確保に関する提案

（※　落札者決定基準の定性的事項審査項目及び配点一覧を参考とすること。）

	主に、定性的事項審査項目の、建替住宅の緑地等確保について、特に提案したい点を簡潔にまとめ、記入すること。

＊　図面の参照が必要な場合、様式番号を記載し、参照を促すこと。

	


（様式30）建替住宅の管理面への配慮に関する提案

建替住宅の管理面への配慮に関する提案
（※　落札者決定基準の定性的事項審査項目及び配点一覧を参考とすること。）

	主に、定性的事項審査項目の、建替住宅の管理面への配慮について、特に提案したい点を簡潔にまとめ、記入してください。

＊　図面の参照が必要な場合、様式番号を記載し、参照を促すこと。

	


（様式31）活用用地の施設用途に関する提案

活用用地の施設用途に関する提案
（※　落札者決定基準の定性的事項審査項目及び配点一覧を参考とすること。）

	主に、定性的事項審査項目の、活用用地の施設用途について、特に提案したい点を簡潔にまとめ、記入してください。

＊　図面の参照が必要な場合、様式番号を記載し、参照を促すこと。

	


（様式32）活用用地のまちづくりへの寄与に関する提案

活用用地のまちづくりへの寄与に関する提案
（※　落札者決定基準の定性的事項審査項目及び配点一覧を参考とすること。）

	主に、定性的事項審査項目の、活用用地のまちづくりへの寄与について、特に提案したい点を簡潔にまとめ、記入してください。

＊　図面の参照が必要な場合、様式番号を記載し、参照を促すこと。

	


（様式33）活用用地の緑地等確保に関する提案

活用用地の緑地等確保に関する提案
（※　落札者決定基準の定性的事項審査項目及び配点一覧を参考とすること。）

	主に、定性的事項審査項目の、活用用地の緑地等確保について、特に提案したい点を簡潔にまとめ、記入してください。

＊　図面の参照が必要な場合、様式番号を記載し、参照を促すこと。

	


（様式34）事業実施体制

事業実施体制に関する提案
（※　落札者決定基準の定性的事項審査項目及び配点一覧を参考とすること。）

	応募グループ構成企業や本事業に関係する各種主体それぞれの役割・相互関係や、府との連絡体制、応募グループの特徴が把握できるように、適時図等を用い、記入すること。

	1． 事業を円滑に実施する体制について

２．中小企業等との協力体制について


（様式35）資金調達計画

資金調達計画

１．府営住宅整備費　
	事業費
	資金の調達内訳

	
	自己資金
	借入金
	その他
	合計

	
	
	
	
	

	上記借入金の

調達予定先①
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	調達予定額
	

	
	担当者（所属・役職）
	

	
	ＴＥＬ
	

	上記借入金の

調達予定先②
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	調達予定額
	

	
	担当者（所属・役職）
	

	
	ＴＥＬ
	


２．入居者移転支援業務費　

	事業費
	資金の調達内訳

	
	自己資金
	借入金
	その他
	合計

	
	
	
	
	

	上記借入金の

調達予定先①
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	調達予定額
	

	
	担当者（所属・役職）
	

	
	ＴＥＬ
	

	上記借入金の

調達予定先②
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	調達予定額
	

	
	担当者（所属・役職）
	

	
	ＴＥＬ
	


３．入居者移転支援実費

	事業費
	資金の調達内訳

	
	自己資金
	借入金
	その他
	合計

	
	
	
	
	

	上記借入金の

調達予定先①
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	調達予定額
	

	
	担当者（所属・役職）
	

	
	ＴＥＬ
	

	上記借入金の

調達予定先②
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	調達予定額
	

	
	担当者（所属・役職）
	

	
	ＴＥＬ
	


４．活用用地の対価　
	事業費
	資金の調達内訳

	
	自己資金
	借入金
	その他
	合計

	
	
	
	
	

	上記借入金の

調達予定先①
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	調達予定額
	

	
	担当者（所属・役職）
	

	
	ＴＥＬ
	

	上記借入金の

調達予定先②
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	調達予定額
	

	
	担当者（所属・役職）
	

	
	ＴＥＬ
	


５．民間施設等整備費　
	事業費
	資金の調達内訳

	
	自己資金
	借入金
	その他
	合計

	
	
	
	
	

	上記借入金の

調達予定先①
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	調達予定額
	

	
	担当者（所属・役職）
	

	
	ＴＥＬ
	

	上記借入金の

調達予定先②
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	調達予定額
	

	
	担当者（所属・役職）
	

	
	ＴＥＬ
	


注）

· 民間施設等整備費については、事業費の内訳及び説明を添付すること。（様式自由）

· 調達予定先が２以上ある場合には、適時行を追加して記載すること。枚数の超過も可とする。
· 自己資金については、預金残高証明等、自己資金残高を示すものを本様式に添付すること。

· 落札者については、仮契約に先立ち、資金調達予定先からの融資承諾書の提出を求める。また、審査段階で、調達予定先への確認を行うこともある。

· 説明に加えて、自社で作成する資金計画、事業収支等に関する資料を添付することも可とする。

· 建設企業、入居者移転支援企業及び用地活用企業の貸借対照表（直近３ヶ年分及び当該期間の推移表）と損益計算書（直近３ヶ年分及び当該期間の推移表）を添付すること。

　
（様式36）入居者移転支援業務

入居者移転支援業務に関する提案
（※　落札者決定基準の定性的事項審査項目及び配点一覧を参考とすること。）

	効率的に、高齢者・障害者等に配慮したスムーズな仮移転支援業務を行う方法や、

入居者移転支援業務の実施体制を記載すること。

	1.入居者移転支援業務に関する提案
2.入居者移転支援業務の実施体制

3.その他


（様式37）総合評価に関する提案
総合評価に関する提案

（※　落札者決定基準の定性的事項審査項目及び配点一覧を参考とすること。）

	主に、定性的事項審査項目の、総合評価について、特に提案したい点を簡潔にまとめ、記入してください。

＊　図面の参照が必要な場合、様式番号を記載し、参照を促すこと。

	


（様式38）建築計画概要書
建築計画概要書

【第一工区建替住宅】

	府営住宅整備用地面積
	㎡
	

	建築面積
	㎡
	建ぺい率
	％

	延床面積
	㎡
	

	容積対象面積
	㎡
	容積率
	％

	最高高さ
	㎡
	

	緑被面積
	㎡
	緑被率
	％


【第二工区建替住宅】

	府営住宅整備用地面積
	㎡
	

	建築面積
	㎡
	建ぺい率
	％

	延床面積
	㎡
	

	容積対象面積
	㎡
	容積率
	％

	最高高さ
	㎡
	

	緑被面積
	㎡
	緑被率
	％


【民間施設等】

	
	活用用地面積
	㎡

	
	内民間施設等用面積
	㎡

	
	内移管予定道路面積
	㎡

	
	内移管予定緑地面積
	㎡

	建築物の用途
	

	敷地面積
	㎡
	

	建築面積
	㎡
	建ぺい率
	％

	延床面積
	㎡
	

	容積対象面積
	㎡
	容積率
	％

	最高高さ
	ｍ
	

	緑被面積
	㎡
	緑被率
	％

	備考
	


注）備考欄には、共同住宅の場合は最低住戸面積及び戸数を、戸建住宅の場合は最低敷地面積及び区画数を記入すること。

注）面積は、建築基準法の定義により表記すること。
注）「内民間施設等用面積」と「敷地面積」は同じ面積。

（様式39）建替住宅面積表

建替住宅面積表

【第一工区住戸タイプ別面積表】

	住戸形式
	住戸専用面積
	戸数

	1DK（4～6戸）
	約36㎡
	㎡
	戸

	2DK（60～80戸）
	約50㎡
	㎡
	戸

	3DK（187～200戸）
	約60㎡
	㎡
	戸

	4DK（16～18戸）
	約72㎡
	㎡
	戸

	MAIハウス1DK（0戸）
	約50㎡
	㎡
	戸

	MAIハウス2DK（1戸）
	約60㎡
	㎡
	戸

	MAIハウス3DK（1戸）
	約72㎡
	㎡
	戸


· 総戸数280戸は変更不可とするが、上記各タイプ(　)内の数値により各タイプ別の戸数の増減を認めるものとする。

· 住戸専用面積の左欄は要求水準書の面積であり、右欄に提案面積を記載すること。

【第二工区住戸タイプ別面積表】

	住戸形式
	住戸専用面積
	戸数

	1DK（2～4戸）
	約36㎡
	㎡
	戸

	2DK（32～45戸）
	約50㎡
	㎡
	戸

	3DK（121～140戸）
	約60㎡
	㎡
	戸

	4DK（8～12戸）
	約72㎡
	㎡
	戸

	MAIハウス1DK（1戸）
	約50㎡
	㎡
	戸

	MAIハウス2DK（1戸）
	約60㎡
	㎡
	戸

	MAIハウス3DK（2戸）
	約72㎡
	㎡
	戸


· 総戸数170戸は変更不可とするが、上記各タイプ(　)内の数値により各タイプ別の戸数の増減を認めるものとする。

· 住戸専用面積の左欄は要求水準書の面積であり、右欄に提案面積を記載すること。

【用途別面積表１-1】

	第一工区　棟Ｎｏ．

	階
	住戸専用部分
	共用部分
	小計

	
	住戸面積
	バルコニー
	階段
	廊下等
	玄関ホール、

EVホール・シャフト
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	

	棟合計
	
	
	
	
	
	


【用途別面積表１-2】

	第二工区　棟Ｎｏ．

	階
	住戸専用部分
	共用部分
	小計

	
	住戸面積
	バルコニー
	階段
	廊下等
	玄関ホール、

EVホール・シャフト
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	

	棟合計
	
	
	
	
	
	


注）複数棟になる場合は、面積表を複写して各棟毎に作成し、複数棟全体の面積を記入すること。

【用途別面積表２-1】

	第一工区　棟Ｎｏ．

	階
	共用部分
	小計
	総計

	
	集会室
	電気室
	その他
	駐輪場
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	

	棟合計
	
	
	
	
	
	


【用途別面積表２-2】

	第二工区　棟Ｎｏ．

	階
	共用部分
	小計
	総計

	
	集会室
	電気室
	その他
	駐輪場
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	（　　）階
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	

	棟合計
	
	
	
	
	
	


注）複数棟になる場合は、面積表を複写して各棟毎に作成し、複数棟全体の面積を記入すること。

（様式40）公営住宅等整備基準適合チェックリスト
公営住宅等整備基準適合チェックリスト

	事業主体名

	公営住宅の名称

	建物形式名


公営住宅等整備基準（平成10年建設省令第８号）適合チェックリスト

（工事設計要領書作成要領別表１設計チェックリスト）

	項目
	公営住宅等整備基準の規定項目
	確認欄
	備考

	敷地
	位置の選定
	災害、公害等による居住環境阻害の回避及び通勤、通学等の日常生活の利便を考慮している。

（ 第５条関係）
	□
	

	
	敷地の安全等
	軟弱地盤等の場合に地盤改良等安全上必要な措置が講じられている。  （第６条第１項関係）
	□
	

	
	
	必要に応じ、雨水及び汚水を有効に排出又は処理するための施設が設けられている。

（第６条第２項関係）
	□
	

	公

営

住

宅

等
	公

営

住

宅


	住棟等の基準
	日照、通風等の確保、災害の防止、騒音等による居住環境の阻害の防止等を考慮している。

（第７条関係）
	□
	

	
	
	住宅の基準
	防火避難及び防犯のための措置が適切となっている。                （第８条第１項関係）
	□
	

	
	
	
	住宅に係るエネルギーの使用の合理化を適切に図るための措置(*)が講じられている。

（第８条第２項関係）

（＊評価方法基準第５の５の５－１(3)の等級３の基準を満たすこととなる措置）
	□
	（適合しない場合の理由）

	
	
	
	住宅の床及び外壁の開口部には遮音性能の確保を適切に図るための措置(*)が講じられている。

（第８条第３項関係）

＊ 評価方法基準第５の８の８－１ (3)イの等級２の基準又は評価方法基準第５の８の８－１(3)ロ①ｃの基準（鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の住宅以外の住宅にあっては、評価方法基準第５の８の８－１(3) ロ①ｄの基準）を満たすこととなる措置及び評価方法基準第５の８の８－４(3)の等級２の基準を満たすこととなる措置
	□
	（適合しない場合の理由）

	
	
	
	構造耐力上主要な部分及びこれと一体的に整備される部分には、当該部分の劣化の軽減を適切に図るための措置(*)が講じられている。                            （第８条第４項関係）

＊ 評価方法基準第５の３の３－１ (3)の等級２の基準（木造の住宅にあっては、評価方法基準第５の３の３－１(3) の等級１の基準）を満たすこととなる措置
	□
	（適合しない場合の理由）

	
	
	
	給水、排水及びガスの設備に係る配管には、構造耐力上主要な部分に影響を及ぼすことなく点検及び補修を行うことができるための措置(*)が講じられている。      （第８条第５項関係）

＊評価方法基準第５の４の４－１(3)及び４－２(3)の等級２の基準を満たすこととなる措置
	□
	（適合しない場合の理由）

	
	
	住戸の基準
	19㎡以上80㎡以下となっている。                       （第９条第１項及び第２項関係）
	□
	（適合しない場合の理由及びその面積）

	
	
	
	給水排水及び電気の設備並びに便所が設けられている。               （第９条第３項関係）
	□
	

	
	
	
	炊事、入浴、ガス及びテレビジョン受信の設備並びに電話回線が設けられている。

（第９条第３項関係）
	□
	（適合しない場合の理由）

	
	
	
	居室内における化学物質の発散による衛生上の支障の防止を図るための措置(*)が講じられている。                                                           （第９条第４項関係）

＊ 居室の内装の仕上げに特定建材を使用する場合にあっては、評価方法基準第５の６の６－１(3) ロの等級３の基準を満たすこととなる措置
	□
	（適合しない場合の理由）

	
	
	住戸内の各部
	住戸内の各部には、移動の利便性及び安全性を適切に確保するための措置その他の高齢者等が日常生活を支障なく営むことができるための措置(*)が講じられている。     （第10条関係）

（＊評価方法基準第５の９の９－１ (3)の等級３の基準を満たすこととなる措置）
	□
	（適合しない場合の理由）

	
	
	共用部分
	通行の用に供する共用部分には、高齢者等の移動の利便性及び安全性の確保を適切に図るための措置(*)が講じられている。                                           （第11条関係）

（＊評価方法基準第５の９の９－２ (3)の等級３の基準を満たすこととなる措置）
	□
	（適合しない場合の理由）

	
	
	附帯施設
	自転車置場物置ごみ置場等必要な施設が適切に設けられている。            （第12条関係）
	□
	

	
	共

同

施

設
	児童遊園
	住戸数、敷地の規模・形状、周辺における公園等の整備状況に応じた適切な位置及び規模となっている。                                                            （第13条関係）
	□
	（整備面積　　　㎡）



	
	
	集会所
	住戸数、敷地の規模・形状、周辺における公民館等の整備状況に応じた適切な位置及び規模となっている。                                                          （第14条関係）
	□
	（整備面積　　　㎡）

	
	
	広場及び緑地
	良好な居住環境の維持増進に資するように考慮されている。

（第15条関係）
	□
	

	
	
	通路
	敷地の規模、形状等に応じて、日常生活の利便、通行の安全等に支障がないよう合理的に配置されている。                                                      （第16条第１項関係）
	□
	

	
	
	
	階段部に補助手すり又は傾斜路が設けられている。                  （第16条第２項関係）
	□
	

	費用の縮減
	設計の標準化、合理的工法の採用等に努めることにより、建設及び維持管理に関する費用の縮減に配慮している。                                                     （第４条関係）
	□
	


（備考）1.評価方法基準とは、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）第３条第１項に規定する評価方法基準（平成13年国土交通省告示第1347号）をいう。

2.公営住宅等整備基準第８条第２項から第５項まで、第９条第４項、第10条及び第11条の規定における適合しない場合の理由としては、例えば次に掲げる場合が想定される。

・災害時において緊急に公営住宅を整備する必要がある場合

・ストック活用の観点から既存住宅を借り上げる場合

・第９条第４項の規定について、該当する材料等の入手が困難な場合

・第11条の規定について、小規模な事業（１棟当たりの戸数が10戸未満で、階数が３のものをいう）において、エレベーターの設置に係る基準に基づく施行が著しく非効率となる場合
・改正後の公営住宅等整備基準及び告示の公布前に設計を終了し、計画通知又は建築確認を行っている場合

（様式41）事業工程表とその解説
事業工程表とその解説

注）様式は自由とする。

注）特定事業契約書（案）別紙５の事業日程に記載の各項目の期間・月日が明確になるよう記入すること。

　　ただし、特定事業契約の仮契約の締結は平成21年1月末日、特定事業契約の締結は平成21年3月●日、仮移転説明会開催日は平成21年4月中旬と想定すること。

なお、仮移転説明会開催日が府と事業者との協議で日程の変更が生じた場合は、その分、本事業工程を変更することとする。

　　
（様式42）事業提案書の概要（公表用）表紙
事業提案書の概要（公表用）

［参加企業名／参加グループ名］

※本様式は、審査結果等の公表に用いる。承諾を得ず使用することを念頭に作成すること。

※事業提案書の概要（公表用）は別途ＣＤ－Ｒにて提出のこと。

（様式43）事業提案書の概要（公表用）その1
	1．実施体制
業務名

参加企業/代表企業/構成員

協力企業


	4．事業実施に係るコンセプト
　・全体計画について

・建替計画について

・活用用地について

　・事業実施体制ついて

　

	
	5．鳥瞰図


	2．入札価格

　府営住宅整備に係る対価　　　　　　　　千円

　活用用地の対価　　　　　　　　　　　　千円

費用項目

金額

１．設計・工事監理費

千円

２．施設整備費（各種調査費用などの含め）

千円

３．入居者移転支援費

千円

４．活用用地の対価

千円


	

	3．施設の概要
敷地面積

㎡

棟名

構造

階数

建築面積

延べ面積

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

合計

建蔽率　

㎡

％

容積率　　

㎡

％


	


※１　１．実施体制について、1つの企業が複数の業務を担当する場合は、適宜、欄をまとめて記載すること。

※２　各項目の欄の大きさは、適宜変更すること。

※３　本様式1枚以内に記入すること。

（様式44）事業提案書の概要（公表用）その2
	6．平面図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	

	
	


※１　各項目の欄の大きさ、図の枚数は、適宜変更すること。

※２　本様式2枚以内に記入すること。
※様式43、様式44作成要領

	1．実施体制
業務名

参加企業/代表企業/構成員

協力企業


	4．事業実施に係るコンセプト
　・全体計画について


・建替計画について

・活用用地について

　・事業実施体制ついて

　

	
	5．鳥瞰図

６．主要な棟の平面・立面・断面図



	2．入札価格

　府営住宅整備に係る対価　　　　　　　　千円

　活用用地の対価　　　　　　　　　　　　千円

費用項目

金額

１．設計・工事監理費

千円

２．施設整備費（各種調査費用などの含め）

千円

３．入居者移転支援費

千円

４．活用用地の対価

千円


	

	3．施設の概要
敷地面積

㎡

棟名

構造

階数

建築面積

延べ面積

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

合計

建蔽率　

㎡

％

容積率　　

㎡

％


	


（様式45）設計図書

大阪府営豊中新千里東住宅民活プロジェクト

設　計　図　書

	図面リスト

	様式番号
	図面名称
	縮尺

	45-1
	コンセプト図
	―

	45-2
	土地利用計画図
	１：１０００

	45-3
	全体配置図
	１：５００

	45-4
	断面図（敷地全体）
	１：５００

	45-5
	立面図（敷地全体）
	１：５００

	45-6
	防災計画図
	―

	45-7
	排水系統図
	―

	45-8
	日影図
	―

	45-9
	工事計画図
	―

	45-10
	外観透視図（鳥瞰）
	―

	45-11
	外観透視図（目線）
	―

	45-12
	建替住宅基準階平面図
	１：３００

	45-13
	建替住宅断面図
	１：３００

	45-14
	建替住宅立面図
	１：３００

	45-15
	建替住宅住戸タイプ配置図
	―

	45-16
	建替住宅仕上表
	―

	45-17
	民間施設等各階平面図
	１：３００

	45-18
	民間施設等断面図
	１：３００

	45-19
	民間施設等立面図
	１：３００


別添資料④





※作成上の注意


本施設における主要な棟（複数も可）について、以下の３種類の図面を記入すること。


平面図（配置図も兼ねること）：１Ｆ及び基準階（必要に応じて追加も可。なお、主要な諸室名を記載すること。）


立面図：主要な２面（主要な仕上げを記載すること。）


断面図：主要な２面（キープラン付）


縮尺は問わない。Ａ３版１枚にレイアウトすること。





※作成上の注意


「１．実施体制」～「５．鳥瞰図」まで含めてＡ３版１枚にレイアウトすること。





※作成上の注意


特に提案したいポイントを中心に、計画についての基本的な考え方を主に箇条書きにて簡潔にまとめること。








